
令和２年度第３次補正予算 626億円 
＜主なもの＞ 

○地方創生拠点整備交付金  500 億円  ○先導的人材マッチング事業    10億円 

○地方創生テレワーク交付金  100 億円 ○スーパーシティ構想推進事業  7億円 

○地方創生テレワーク推進事業 1億円 ○                6.5 億円 

○地方創生臨時交付金効果促進事業  1 億円

※上記のほか、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 1.5兆円を確保

令和３年度 地方創生予算 
R3 予算額 R2 当初予算額 

地方創生に向けた総合的な対応 1,000億円 (1,000億円) 
○地方創生推進交付金 1,000億円 (1,000 億円) 

地方へのひとの流れの強化 28.9億円 (28.６億円) 
＜主なもの＞ 

○地方大学・地域産業の創生、高校生の対流促進 26.0 億円 (25.6 億円) 

・地方大学・地域産業創生交付金 22.5 億円 (22.5 億円) 

・地方大学・産業創生のための調査・支援事業等 1.6 億円 (1.1 億円) 

・地方へのサテライトキャンパス設置等に関するマッチング支援事業 0.2 億円 (0.1 億円) 

○関係人口創出・拡大のための対流促進事業 1.6 億円 (1.0 億円) 

地方のしごとづくりと担い手の展開・支援 7.6億円 (7.2億円) 
＜主なもの＞ 

○地方創生テレワーク推進事業 1.2億円 新規 

○民間との協働 1.6億円 (1.9 億円) 

・企業人材等の地域展開促進事業 1.2 億円 (1.4 億円) 

・地域の担い手展開推進事業 0.4 億円 (0.5 億円) 

○地方創生に取り組む地方公共団体等への支援 4.5 億円 (5.3 億円) 

・地方創生カレッジ事業 2.2 億円 (2.8 億円) 

・地方版総合戦略推進事業 1.2 億円 (1.3 億円) 

・地域経済分析システム（RESAS）による地方版総合戦略支援事業 1.1 億円 (1.2 億円) 

○地方創生の観点からの少子化対策・女性活躍推進事業 0.3 億円 新規 

地方を支えるまちづくり 16.5億円 (16.4億円) 
＜主なもの＞ 

○スーパーシティ構想推進事業 3.0億円 (3.0 億円)

○地方における Society5.0 の実現 0.8 億円 (0.8 億円) 

○地方創生に向けた SDGs 推進事業 5.0 億円 (4.7 億円) 

○産業遺産（世界遺産）関係事業 5.2 億円 (5.4 億円) 

○中心市街地活性化推進事業 0.2 億円  (0.1 億円) 

合計 1,053億円 (1,052億円)
（特定地域づくり事業の推進） 5.0 億円 (5.0 億円) 

（再計） 1,058億円 (1,057 億円)

 

感染症が地域経済に与える影響を可視

化する V-RESAS による情報支援事業
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〇まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく
施策を実施するための予算を確保しています。

〇若年雇用の改善や農林水産物等の輸出増加、

若い世代が地方に住み起業する動きなど、

一定の成果が現れつつあります。

【成果の例】
・地方における若者の就業率

61.3％（2014年） ⇒65.7％（2019年）
・農林水産物・食品輸出額

4497億円（2012年） ⇒9121億円（2019年）
・東京圏外から東京圏の大学への進学者数の割合の抑制

30.0％（2015年度） ⇒28.2%（2019年度）

これまでの成果

地方創生予算の全体像

担当：まち・ひと・しごと創生本部事務局 企画班（直通：03-6257-1411）
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〇自治体及び民間が所有するサテライトオフィス等の
整備・運営、利用促進等により、地方創生テレワー
クを推進し、地方への新たな人の流れを創出する
ための交付金を今回新設。

＜交付金の特徴＞

① 自治体施設として整備 ② 民間施設として整備

③ 既存施設の活用促進 ④ 企業の進出支援

働く環境の整備

利活用・プロジェクト推進

利活用・
プロジェクト
推進

進出企業
支援

事業費 最大1,200万円／団体
進出支援金

最大100万円／社

既に整備した施設の利用促進
で地域に企業を呼び込みたい

施設を開設して、地域に企業を呼び込みたい

施設の利用企業を支援して地
域への企業進出を促進したい

①②↔④
組合わせ可

③↔④
組合わ
せ可

施設整備・運営 事業費 最大9,000万円／施設

プロジェクト推進 事業費 最大1,200万円／団体

①↔②
組合わせ可

（最大３施設）

サテライトオフィス等を整備・運営、利用促進

［総事業費ベース、国費は３／４、または１／２］

担当：まち・ひと・しごと創生本部事務局情報通信班（直通：03-6257-3889）

地方創生テレワーク交付金

①予算額 100億円（国費）

②補助率 最大３/４

③自治体施設整備に加え、民間施設整備
進出企業の支援が可能。

④ハード/ソフト経費の一体的執行
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〇地方版総合戦略に基づく地方公共団体の自主的・
主体的で先導的な事業を支援（補助率１/２）

・地方創生推進交付金（いわゆるソフト事業を支援）

令和３年度当初予算案 1,000億円

・地方創生拠点整備交付金（施設整備事業を支援）

令和２年度第３次補正予算案 500億円

〇10市町村とNPO法人が広域連携し、起業家育成プログ
ラムの開発・実践、人材マッチング支援等を実施。

〇西粟倉村では、ローカルベンチャーの受け入れ体制の
充実を図るため、保育機能を備えた研究施設等を整備。

「ローカルベンチャー」創出に向けた官民協働の
起業家育成プログラムの実践（岡山県西粟倉村 他９市町）

ローカルベンチャースクール KIDS GARDEN LABO

【活用事例】（両交付金を連携させて実施）

新規事業創出数 202件を達成（目標115件、令和元年度末時点）

地方創生関係交付金

担当：地方創生推進事務局交付金チーム（直通：03-3581-4213）

地方創生推進交付金

検索
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対
象
者

〇地方移住の促進のため、東京圏※からUIJターンして
起業・就業する方に支援金を支給する事業を
実施しています。今回、移住先でテレワークにより
移住前の業務を継続する場合も対象とするなど
要件緩和を行いました。
※東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

移住支援事業

地方へ移住

・一定期間、東京23区内に在住又は東京圏（条件不利地域を除く）から23区へ
通勤している者

・東京圏外又は東京圏のうち条件不利地域の市町村に移住
・移住先で、①地域の中小企業等への就業※1 ②テレワークにより
移住前の業務を継続※2 ③地域で起業 などを実施

移
住
先

移住支援金を申請

・移住して就業等ののち、移住先の市町村へ申請し、市町村より移住者
に移住支援金を支給

受
給

移住支援金を受給

詳細は、事業を実施する自治体の窓口や
内閣府地方創生推進事務局へお問い合わせください。
（直通：０３－６２５７－１４１３）

検索

※支援金の受給には、移住先の自治体が本事業を実施していることが必要

地方創生移住支援事業

※1：都道府県のマッチングサイトに掲載され
た対象求人へ就業する必要あり

※2：R2.12概算決定において新たに対象

5
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①民間事業者の提案型モデル事業を公募

オンラインでも関係を構築・維持 （遠野市 (株)Next Commons）

県内都市部の大学生が農家の
お手伝いを通じ関係づくり
（長岡市 (公社)中越防災安全推進機構）

（参考）令和２年度モデル事業の採択団体

地域づくりの
連続講座により
関心層の拡大・育成、
ネットワーク化

（松江市 (株)シーズ総合政策研究所）

すなわち、

特定の地域に継続的に

多様な形で関わる者

～観光以上、定住未満～

（関係人口とは）

関係人口創出・拡大のための対流促進事業

関係人口全国フォーラム（R2.10.16 オンラインにて開催）

②全国の官民300団体が参画する協議会 （かかわりラボ）を運営

かかわりラボへの参加方法等はこちら！

内閣官房/内閣府

「関係人口」HP

相互の交流や情報交換等を通じて計画の
ブラッシュアップや会員同士のマッチングが
出来ます。

○都市と地域の両方の良さを楽しむ関係人口を増やすため、
仲立ちする民間組織を支援します。
①オンラインも活用したモデル事業を公募して実施、
②官民連携の協議会を運営します。
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＜プロフェッショナル人材事業＞
〇 道府県が設置する「プロフェッショナル人材

拠点」における地域企業に対する経営戦略の策定
及び人材採用の支援を行います。

＜先導的人材マッチング事業＞
〇 地域金融機関等が職業紹介事業者等と連携して

行う経営幹部等のハイレベル人材のマッチング事業
に対して支援を行います。

【地域金融機関の業態内訳】
第一地銀等 ４８
第二地銀 １１
信用金庫 ７
計 ６６

（注１）※はFG等による共同申請
（注２）採択された主体である地域金融機関等の本店がない県は、三重県、高知県、大分県、宮崎県、鹿児島県の
５県

地域企業の成長・生産性向上のための
外部人材活用の推進

担当：まち・ひと・しごと創生本部事務局
プロフェッショナル人材事業・先導的人材マッチング事業担当（直通：03－6257-1412）
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〇産官学連携により、地域の中核的産業の振興や専門人材
育成などを行う優れた取組を、「キラリと光る地方大学
づくり」として重点的に支援。

〇また、地域「ならでは」の人材を育成・定着させ、地域
経済を支える基盤となることが求められている地方大学
のあるべき姿の実現に向け、地方大学改革を進める。

＜キラリと光る地方大学づくりの取組例＞

＜地方大学改革の方向性＞
キラリと光る地方大学づくり

検索

魅力ある地方大学の実現と地域産業の創出・振興

１．地方大学が目指すべき方向性

① ニーズオリエンテッドな大学改革を目指すべき

② 地域でのプレゼンスを存分に発揮すべき

③ 大学改革を実現するためのガバナンス改革に取り組むべき

２．地方公共団体や産業界への期待

① 首長のリーダーシップが何よりも重要である

② 明確なビジョンを地域で共有し、１つ１つの動きを具体化していく

３．国における今後の検討

地方国立大学の特例的な定員増は、特例に相応しいものに限
られる必要がある

○令和２年12月：
『地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた
検討会議』取りまとめ

○令和３年３月：
文部科学省で地方国立大学の定員増の要件等の具体化

○令和３年夏頃：
大学と自治体・産業界が一体となった検討に基づく定
員増の申請

○令和４年４月：
地方国立大学での収容定員増の実現
（※組織改編等を伴わない最速の場合）

収容定員増に向けた今後のスケジュール

 地域「ならでは」の人材を育成・定着させ、地域経済を支える基盤となることが求められている地方大学のあるべき
姿を追求するため、本年９月から１２月にかけて会議を（計７回）実施し、以下の検討内容を取りまとめている。

『地方創生に資する魅力ある地方大学の実現に向けた検討会議』

取りまとめのポイント
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〇 国家戦略特別区域法に基づく大胆な規制改革と
複数分野のデータ連携による先端的サービスの
提供により、未来の生活を先行実現する
スーパーシティ構想を推進します。

（令和２年度第３次補正予算 ７億円・令和３年度当初予算 ３億円）

＜スーパーシティ構想イメージ＞

担当：地方創生推進事務局 特区班 （直通：03－5510-2463）

スーパーシティ構想の推進

スーパーシティ構想

検索

※以下は、イメージです。

高齢者等の通院対策

〇高齢者の通院等の交通手段として、市民の車等を活用したボランティアタクシー事業を展開。その
支払手段として、地域電子通貨と連携し、ボランティア活動によるポイントも利用できる仕組みを構
築。ボランティア活動によるポイントは、その他行政サービスの支払いや地域貢献活動とも広く連携。
〇加えて、病院の予約システムなどとボランティアタクシーの配車システムの連携により、通院予約をす
ると自動的に配車予約が完了。高齢者の適切な通院を実現する。

受診に合わせて自動でボランティアタクシー等を配車 ボランティアポイントによる支払い

9
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〇地域の実情に応じて必要な事業に柔軟に活用できるよう、

自由度の高い交付金を令和２年度第１次補正予算・

第２次補正予算合わせて３兆円確保。
〇第３次補正予算において、１.５兆円増額
（あわせて地方における感染拡大に臨機応変に対応できるよう
即時対応分を新設。）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

担当：地方創生推進事務局 地域再生班（直通：03－5510-2474）

地方創生図鑑

検索

＜臨時交付金を活用した事例＞
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